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今
回
の
税
率
改
正
の
主
な
考

え
方
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

①
医
療
給
付
費
分
（
医
療
費
）

の
税
率
を
引
き
下
げ
る
こ
と
に

よ
り
、
国
保
加
入
者
の
全
員
に

効
果
が
及
ぶ
よ
う
に
調
整
。

②
応
能
割
合
（
所
得
割
・
資
産

割
）
と
応
益
割
合
（
均
等
割
・

平
等
割
）
の
割
合
を
50
対
50
に

近
づ
く
よ
う
に
調
整
。

③
平
成
30
年
度
か
ら
の
国
保
運

営
の
広
域
化
に
伴
い
、
資
産
割

の
税
率
を
重
点
的
に
下
げ
る
方

向
で
調
整
。

④
今
後
数
年
間
は
、
改
正
後
の

税
率
を
維
持
で
き
る
よ
う
な
安

定
的
な
税
率
を
設
定
。

⑤
低
所
得
者
層
に
配
慮
し
た
形

で
引
き
下
げ
。

　

市
長
お
よ
び
副
市
長
の
給
料

を
１
カ
月
に
限
り
10
％
減
額
し

支
給
す
る
こ
と
に
し
ま
し
た
。

　

主
な
理
由
は
、
職
員
が
飲
酒

運
転
に
よ
り
、
停
車
中
の
自
動

車
に
追
突
し
相
手
方
を
負
傷
さ

せ
ま
し
た
。

　

交
通
事
故
を
起
こ
し
た
職
員

は
、
現
行
犯
で
逮
捕
さ
れ
、
市

長
お
よ
び
副
市
長
は
、
職
員
の

不
祥
事
に
対
す
る
監
督
責
任
が

あ
る
と
し
て
、
給
料
の
減
額
措

置
を
行
い
ま
し
た
。

　
「
公
職
選
挙
法
施
行
令
」
の

改
正
に
よ
り
、
市
長
選
挙
の
ビ

ラ
１
枚
あ
た
り
の
公
費
負
担
額

お
よ
び
限
度
額
は
次
の
よ
う
に

決
ま
り
ま
し
た
。

　

現　

行　

７
円
30
銭

　

改
正
後　

７
円
51
銭

　

市
議
会
議
員
や
市
長
選
挙
の

選
挙
運
動
の
公
費
負
担
額
お
よ

び
限
度
額
も
次
の
よ
う
に
決
ま

り
ま
し
た
。

選
挙
運
動
用
自
動
車
の
借
入
契

約
の
費
用
（
１
日
あ
た
り
）

　

現　

行　

１
万
５
３
０
０
円

　

改
正
後　

１
万
５
８
０
０
円

選
挙
運
動
用
自
動
車
に
供
給
し

た
燃
料
の
費
用（
１
日
あ
た
り
）

　

現　

行　

７
３
５
０
円

　

改
正
後　

７
５
６
０
円

選
挙
運
動
用
ポ
ス
タ
ー
１
枚
あ

た
り
の
作
成
単
価

　

現　

行　

５
１
０
円
48
銭

　

改
正
後　

５
２
５
円
６
銭

選
挙
運
動
用
ポ
ス
タ
ー
の
企
画
費

　

現　

行　

30
万
１
８
７
５
円

　

改
正
後　

31
万　

５
０
０
円

税

率

改

正

主

な

考

え

職
員
の
不
祥
事

市
長
な
ど
減
給

市
長
・
市
議
選

限
度
額
が
決
定

　

こ
れ
ま
で
医
療
費
が
毎
年
増

加
の
傾
向
に
あ
り
、
国
民
健
康

保
険
税
（
国
保
税
）
の
税
率
を

引
き
上
げ
ざ
る
を
得
な
い
状
況

で
し
た
。
し
か
し
、
①
東
日
本

大
震
災
で
被
災
し
た
本
市
の
国

民
健
康
保
険
（
以
下
、
国
保
）

に
対
す
る
３
億
円
の
財
政
支
援

②
保
険
者
支
援
制
度
の
強
化
に

１
億
円
③
保
険
財
政
共
同
安
定

化
事
業
の
拡
大
に
１
億
円
な
ど

の
制
度
改
正
が
行
わ
れ
、
５
億

円
の
新
た
な
財
源
が
生
ま
れ
、

安
定
的
な
国
保
の
財
政
運
営
が

見
込
め
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
平
成
28
年
度
、
平
成
29

年
度
の
財
政
見
通
し
、
さ
ら
に

は
、
平
成
30
年
度
に
予
想
さ
れ

る
国
保
の
広
域
化
な
ど
も
踏
ま

え
、
税
率
を
下
げ
る
改
正
を
行

い
、
納
税
者
の
負
担
を
軽
く
し

ま
す
。

５
億
円
の
新
た
な
財
源

国
保
の
安
定
的
な
運
営

　

６
月
定
例
議
会
の
主
な
内
容
は
、
予
算
の
補
正
、
専
決
処
分
の
承
認
、
繰
越
明
許
の
ほ
か
、
国
民
健

康
保
険
税
の
引
き
下
げ
、
職
員
の
不
祥
事
に
よ
る
市
長
・
副
市
長
の
給
与
の
減
額
お
よ
び
財
産
の
取
得
、

工
事
の
請
負
契
約
な
ど
が
提
案
さ
れ
ま
し
た
。
ま
た
、
固
定
資
産
評
価
員
の
選
任
や
人
権
擁
護
委
員
の

推
薦
に
つ
い
て
意
見
を
求
め
ら
れ
ま
し
た
。

　

提
案
さ
れ
た
議
案
や
人
事
案
件
は
す
べ
て
原
案
の
と
お
り
可
決
し
ま
し
た
。

引き下げ国 保 税 １人当たり

11,119円引き下げ引き下げ

税率改正による比較表

現行の
医療給付費

改正後の
医療給付費

増減額

課　税
見込額

1人
当たり

78,290 円 67,171 円 減 11,119 円

1 世帯
当たり

138,108 円 118,493 円 減 19,615 円

条　例

健康は食べものから



算予正補
　自主防災組織へ
のカラーコーンな
どの活動用資機材
を購入します。

　カドミウムを
分析する機器の
購入に対してＪ
Ａ栗っこへの補
助金です。

　環境省が行う
稲わらの放射能
測定と同じ稲わ
らの測定をする
ための委託料で
す。

自主防災組織へ資機材購入費７５６万円

カドミ分析器の購入補助金６９２万円

稲わらの放射能測定の委託料１６６万円

主　な　事　業
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６
月
議
会
で
は
市
長
は
、
緊
急
を
要
す
る
た
め
議
会
を
招
集
す

る
時
間
的
余
裕
が
な
か
っ
た
と
し
て
、
一
般
会
計
の
予
算
12
億
８

９
７
万
円
を
減
額
す
る
「
専
決
処
分
」
の
承
認
を
求
め
ま
し
た
。

審
査
の
結
果
、
議
会
は
全
会
一
致
で
承
認
し
ま
し
た
。

　

６
月
定
例
会
議
に
お
い
て
、
平
成
28
年
度
一
般
会
計
の
予
算
に

１
億
９
０
４
万
円
を
追
加
し
総
額
４
６
４
億
４
９
０
４
万
円
に
す

る
こ
と
を
可
決
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
介
護
保
険
特
別
会
計
で
は
、
２
億
１
８
６
４
万
円
の
追

加
予
算
を
可
決
し
ま
し
た
。

28
年
４
月
に
発
生
し
た
「
熊
本

地
震
」
に
伴
う
支
援
経
費
１
０

８
３
万
円
や
平
成
27
年
９
月
の

「
関
東
・
東
北
豪
雨
災
害
」
を

教
訓
に
、
災
害
の
場
合
、
自
主

防
災
組
織
が
立
ち
入
り
や
通
行

　

歳
入
の
主
な
内
容
は
、
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
な
ど
の
導
入

補
助
金
５
４
０
０
万
円
や
ス
ポ

ー
ツ
振
興
く
じ
助
成
金
１
９
２

０
万
円
な
ど
で
す
。

　

歳
出
の
主
な
内
容
は
、
平
成

を
制
限
で
き
る
カ
ラ
ー
コ
ー
ン

の
購
入
経
費
な
ど
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

介
護
保
険
特
別
会
計
で
は
、

介
護
従
事
者
の
負
担
を
軽
く
す

る
目
的
で
介
護
ロ
ボ
ッ
ト
を
導

入
す
る
事
業
所
に
対
し
て
１
機

器
あ
た
り
20
万
円
以
上
で
、
１

事
業
所
３
０
０
万
円
を
上
限
に

交
付
す
る
予
算
額
３
３
６
３
万

円
な
ど
で
す
。（
関
連
記
事
４

ペ
ー
ジ
）

歳
入
の
主
な
増
額

　

市
税
（
法
人
分
）
４
４
０
０

万
円
。
地
方
消
費
税
交
付
金
３

億
２
４
１
８
万
円
。
地
方
交
付

税
７
億
２
１
９
３
万
円
。
諸
収

入
１
億
４
７
５
３
万
円
。

歳
入
の
主
な
減
額

　

国
庫
支
出
金
１
億
７
３
５
６

万
円
。
県
支
出
金
８
７
４
３
万

円
。
繰
入
金
21
億
９
８
６
万
円
。

ゴ
ル
フ
場
利
用
税
交
付
金

１
３
０
万
円
。
市
債
１
億
８
９

６
０
万
円
。
な
ど
で
す
。

歳
出
の
主
な
減
額

　

議
会
費
４
７
７
万
円
。
総
務

費
３
７
７
７
万
円
。
民
生
費
４

億
８
１
８
８
万
円
。
衛
生
費
１

億
５
０
４
万
円
。
労
働
費
３
２

３
６
万
円
。
農
林
水
産
業
費
６

５
２
７
万
円
。
商
工
費
１
億
２

０
８
３
万
円
。
土
木
費
４
５
２

４
万
円
。
消
防
費
６
０
５
２
万

円
。
教
育
費
１
億
１
１
７
７
万

円
。
災
害
復
旧
費
８
３
８
０
万

円
。
公
債
費
５
９
６
７
万
円
。

　

な
お
歳
出
で
の
増
額
は
あ
り

ま
せ
ん
。

専
決
処
分
と
は

　

議
会
が
「
議
決
」
す
べ
き

事
項
は
、
地
方
自
治
法
で
定

め
ら
れ
て
い
ま
す
。し
か
し
、

緊
急
を
要
す
る
た
め
議
会
を

招
集
す
る
時
間
的
余
裕
が
な

い
場
合
や
議
会
が
成
立
し
な

い
場
合
（
①
定
足
数
に
満
た

な
い
場
合
②
議
員
が
招
集
に

応
じ
な
い
場
合
）
な
ど
は
、

市
長
に
決
定
の
権
限
を
認
め

て
い
ま
す
。
こ
の
権
限
を
専

決
処
分
と
言
い
ま
す
。

　

な
お
、
こ
の
権
限
に
基
づ

き
市
長
が
決
定
し
た
場
合
、

次
に
開
か
れ
る
議
会
に
お
い

て
議
会
の
承
認
を
求
め
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

専決専決
処分処分

一
般
会
計
予
算

12
億
円
を
減
額

ひ
と
く
ち
メ
モ

補正予算

自
主
防
の
カ
ラ
ー
コ
ー
ン
購
入


